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要約
本研究では、地域別人口分布の変化が旅客・貨物輸送におけるエネルギー消費やC02排
出にどのような影響を与えるかについてモデルを作成して定量的に分析を行い、省エネル
ギーや低環境負荷のための施策の方向性を検討し、以下のことを明らかにした。
①我が国における旅客・貨物輸送の実態を、輸送量・エネルギー消費量・ C02排出量の面
から経年的に把握し、自動車依存へのシフトが運輸部門全体のエネルギー消費量の増加に
大きく寄与していること、旅客部門における高い鉄道分担率が先進国の中でもエネルギー
効率の高い輸送を実現していること、逆に貨物部門では自動車依存度が高く鉄道の役割は
小さいことを明らかにした。
②発生・集中輸送数推定モテール、分布輸送数推定モデル、エネルギー消費・ C02排出算出
モデルの 3つのサブモデルで構成される人口分布一エネルギー・環境負荷モデルを用いて、
回全総ブロック別2000年目標人口や社会保障・人口問題研究所による将来都道府県別推計
人口についてエネルギー消費やC02排出量に対する影響を算出したところ、一人当たりで
は変化が大きくないという結果を得た。そこで、 1995-2025年の地域別人口変化率を倍
増・ 3倍増した2025年想定人口についても算出したところ、輸送量・エネルギー消費量-
C02排出量の総量・一人当たり双方とも減少するが、エネルギーやC02の減少率は輸送量ほ
ど大きくない結果となった。地方の過疎化、都市圏人口の増加、都市圏内での郊外化とい
うトレンドが進行した場合、総輸送量の減少をもたらすが、自動車比率の高い地方都市の
人口は減少するものの、鉄道比率の高い都市圏中心部の人口が減少するとともに都市圏中
心部よりは鉄道比率の低い都市圏郊外の人口が増加することによって、自動車の輸送量の
変化が相対的に小さくなるためと考えられる。
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③人口密度が全国平均レベルよりも高い都道府県に人口をより集中させる場合についてエ
ネルギー消費量・ C02排出量を計算したところ、一人当たりで約10%以上の削減が可能で
あるという結果が得られた。この場合、鉄道の相対的な役割が大きくなっており、自動車
社会の発達した都市よりも鉄道が整備された都市にアクティビティを集中させることが、
言いかえれば、コンパクトな都市形成を進めることが、既成の鉄道交通基盤の有効利用を
促進し、環境影響を軽減するための重要な政策オプションであることが明らかになった。
④自動車から鉄道へ交通手段を転換するモーダルシフト方策を促進した場合については、
地域間自動車比率を10%、20%削減し、その分鉄道比率を増加させた場合、一人当たりで
約8~9%、約16%の削減が可能であることなどが明らかとなり、モーダルシフトは重要な
施策であることが示された。
1.国土レベルの人口分布と輸送用エネル
ギー消費・環境影響
1. 1 輸送エネルギー・環境負荷をめぐる情勢
循環型社会の形成に際して、我々の生活に欠か
せない輸送に対してどのように取り組むかという
問題はきわめて重要な問題である。
我が国の交通需要は、現在に至るまで経済成長
とともに増大してきた。運輸省の資料によれば、
石油危機を迎えた1973年度には、旅客輸送量は
7，788億人km、貨物輸送量は4，078億トンkmで、あっ
たが、その後のエネルギー価格の高位安定にも係
わらず輸送量は伸び続け、バブル経済成長期の高
い伸びにより、 1990年度には旅客12，984億人km、
貨物5，468億トンkmに達した。 1990年代に入って
バブル崩壊による景気低迷が続いているにも係わ
らず、なおも着実な伸びを見せ、 1995年度には旅
客輸送量13，880億人km、貨物輸送量5，590億トン
kmとなっている(図1)。
輸送に伴うエネルギー消費も、輸送量の増大と
ともに増大してきた。運輸部門における最終エネ
ルギー消費量は、第一次石油危機を迎えた1973年
度には全エネルギー消費の16%であったが、 1995
年度には24%を占めるまでになった(図2)。この
問、産業部門では省エネルギーが進み、全エネル
ギー消費に占めるシェアを減少させてきたが、民
生部門及び運輸部門のエネルギー消費は着実な増
加の一途を辿った。運輸部門のシェアの伸びの主
因は、大別して、①輸送量の増加、②エネルギー
消費原単位の大きい自動車等の交通手段の分担率
の増加、③自動車の大型化などによるエネルギー
消費原単位の増加、の3つであるとされている。
また、エネルギー消費の増大に伴って排出され
る二酸化炭素 (C02)等の温暖化ガスや大気汚染
物質の量も増加している(図3) 0 1990~ 1995年の
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図1 我が国における旅客・貨物輸送量の推移
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図2 部門別最終エネルギー消費量の推移
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図3 部門別C02発生量の推移
COz排出量の年平均伸び率は産業部門がほぼ横這
いであるのに対し、運輸・民生部門はともに約
3%であった。 1992年リオデジャネイロ地球環境
サミットを控え、 1990年10月に閣議決定された
「地球温暖化防止行動計画」での、 2000年以降の一
人当たり二酸化炭素排出量を1990年レベルで安定
化するという目標は既に達成が絶望視され、 1997
年12月の気候変動枠組み条約締結国京都会議
(COP3)で設定された 6%削減という目標の実現
も厳しいものである。しかし、その実現のために
運輸部門が果たすべき役割は大きい。モータリゼ
ーションの進展により自動車依存度を高めてきた
ため、他部門に比べ石油依存度が高く、エネルギ
ー消費量以上にC02排出量に占めるシェアが大き
いからである。運輸部門におけるエネルギー消費
削減と温暖化ガス排出抑制は緊急の課題である。
ところで、我が国の今後の地域別人口は、都市
圏への集中、地方都市の過疎化、都市圏内では郊
外化が進むと予測されている。輸送部門のエネル
ギー消費やC02排出量は、この地域別人口と大き
な関わりがある。すなわち、人口数に強い影響を
受けて交通が発生、集中し、さらに地域別の交通
基盤整備状況に応じて、手段別交通量が決定され、
エネルギー消費、 C02排出量が変化する。従って、
これらの地域別人口分布の変化の方向性がエネル
ギー 消費、 C02排出量に与える影響を把握するこ
とは、今後の輸送部門における、省エネルギー、
温暖化防止の施策を検討する上で、重要なことで
あると考えられる。
一方、省エネルギーや温暖化防止のための運輸
部門での対策としては、自動車自体の性能向上、
省エネ・低公害車の開発等の技術的なアプローチ
だけでなく、個別輸送からエネルギー消費やC02
排出量の小さい鉄道等の公共輸送機関へのモーダ
ルシフト、共同集配システム等の物流合理化、情
報による輸送効率化や輸送代替等のシステム的ア
ブローチが重要で、あると言われている。また、近
年では、これまで主流であった交通需要に合わせ
たインフラを供給するという考え方に代わって、
混雑の解消や環境問題の緩和等を目的として輸送
需要そのものをコントロールしていこうとする交
通需要管理 (TDM:Transportation Demand 
Management)の考え方が重要視されつつある。
上記でモーダルシフトについて述べたが、例えば
既成の鉄道網を最大限活用することができるよう
にアクテイピテイ・コントロールを行う施策など
もTDMの考え方の一つである。
1. 2 本研究の目的と既存研究例
本研究では、こうした背景を踏まえ、地域別の
人口分布が旅客・貨物輸送におけるエネルギー消
費やC02排出にどのような影響を与えるかについ
て分析を行い、併せてモーダルシフトやアクテイ
ピテイコントロールなどのエネルギー消費、及ぴ
COz排出量の削減のための施策について検討する。
なお、環境負荷にはC02以外にも大気・土壌汚
染物質や振動・騒音をはじめ、様々なものが考え
られるが、ここでは地球温暖化の主因といわれる
C02のみを取り上げる。
省エネルギーや環境負荷低減を目指した政策の
効果を算定することを目的とした研究は多数みら
れる。例えば、運輸経済研究センター (1991)で
は、我が国の運輸部門のエネルギー消費量・ C02
排出量の将来予測を行い、モーダルシフト等の施
策の効果を検討している。
一方、人口分布の変化に着目した研究は少ない
が、例えば伊藤・石田(1997)や森田・松岡・有
村(1993)がある。伊藤・石田 (1997)は乗用車
利用に伴う環境負荷を地域別に推定し、人口密度
構造の改変によるC02排出量削減効果を算出して
いる。これによると、 DID面積を1990年水準、さ
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らには1980年水準に抑止すれば、公共交通の利便
性向上が促され、 C02排出量が削減されるという
結論が得られている。このように既成の交通基盤
の近くに都市活動を集中させることで、 C02排出
の削減を図るのも一つの施策であろう。
一方、森田・松岡・有村(1993)は、環境保全
と経済成長を両立するためには「社会的ブレーク
スル-Jが必要だとし、その一方策として都市の
空間的配置をとりあげ、大都市の人口・産業を地
方に分散した場合のエネルギ一節約効果を、最適
化モデルを用いて明らかにしている。モデルは、
Brotchie et 01. (1980) によるTOPAZをベースとし
ており、国土を幾つかのゾーンに分割し、全体の
輸送エネルギー消費量を最小化するように各ゾー
ン毎の土地利用活動を決定するもので、土地利用
活動と輸送エネルギー消費量との関係はグラピ
ティモデルにより記述されている。
このモデルによる結論は、輸送エネルギー最小
化という観点から望ましい国土構造は、東京圏や
大阪圏などの大都市圏の人口を地方に分散したも
のであると報告されている。これは、地方都市は
人口を高密度にすべきという点では共通している
ものの、上述の伊藤・石田 (1997)による結果や、
Breheny (1992)をはじめとする省エネルギー・
低環境負荷型の都市・地域構造に関する綿密な議
論の末、目標とすべきとされている‘decentralized
concentration'などの姿とは逆のものになってい
る。この理由は、単位ゾーンである各県の人口に
下限値を設定しているためでもあるがV より根本
にはモデル構造に帰することであると考えられる。
森田・松岡・有村(1993)のモデルの限界は、彼
ら自身によっても指摘されており、人口の一極集
中も最適解たりうると述べられているが、モデル
では記述されていない混雑や渋滞などによる弊害
を考えれば、これは否定されると彼らは結論付け
ている。
1. 3 本研究の構成
本研究は以下のように構成されている。
まず、続く 2章では、運輸省による「旅客・貨
物地域流動調査」に基づき、全国の発着地別(都
道府県単位)の旅客・貨物輸送の実態を把握し、
エネルギーやC02排出の原単位を用いて原単位法
により、輸送に伴うエネルギー消費やC02排出量
を、輸送手段別構成比に着目しながら把握する o
次に 3章では、輸送の発生・集中の要因として、
常住人口や産業別就業人口、港湾貨物輸出入量等
の基礎指標を考え、お互いの関係を集計モデルに
よりモデル化する。また、これまで誤差の大きか
ったゾーンの内々交通の距離を独自に設定し直し
た分布輸送数モデルを作成し、都道府県別の人口
を変数とした旅客・貨物輸送の推定モデルを作成
する。そして 4章では、上記の分析をベースとし
て、今後の地域人口分布の変化をシナリオ化し、
エネルギー消費やC02排出量を算出する。それと
ともに、 5章で、モーダルシフト等の施策により、
どの程度エネルギー消費やC02排出量が削減され
るのか検討を行う。最後に 6章で、上述の成果を
もとに結論をとりまとめる。
なお、人口分布の変化は民生部門や産業部門の
エネルギー消費構造にも影響を与えるであろうが、
ここではこれらを考察の対象としない。
2.旅客・貨物輸送とそれに伴うエネル
ギー消費・環境負荷の現状
2. 1 我が国の旅客・貨物輸送とエネルギー
消費の実態
我が固における輸送実態は前章で概観したが、
エネルギー消費・ C02排出との関連性から、もう
少し詳しく整理しておくことにする。
図4及ぴ図 5は、旅客・貨物別に輸送機関別輸
送量の推移を示している O モータリゼーションの
進展とともに、自動車輸送のシェアが増大してき
たことがわかる。旅客輸送での伸びの大部分は、
自動車 (1995年の全旅客輸送量の58%) と航空
(同4.7%)によるものである(鉄道は28%)。また、
貨物輸送では、鉄道が減少 (1995年の全貨物輸送
量の4.5%) し、代わって自動車が急激にシェアを
伸ばしてきた(同53%)。
我が固においては、自動車や航空は、鉄道・パ
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スや船舶などの輸送機関に比〈て、単位距離あた
りのエネルギー消費が大きい。従って、こうした
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図5 交通機関別貨物輸送量の推移
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旅客部門における交通機関別エネルギー消費量の
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貨物部門における交通機関別エネルギー消費量の
推移
自動車依存へのシフトが運輸部門のエネルギー消
費量の増加に大きく寄与している(図 6・図7)。
1995年における各部門のエネルギー消費に占める
自動車の割合は、旅客部門、貨物部門とも86%に
達している。このような自動車依存構造からの脱
却が、今後目指すべき省エネルギー型輸送に向け
てのキーファクターとなる。
2. 2 国際比較を通してみた我が国の運輸にお
ける鉄道の役割
自動車のシェア拡大は、我が国に限らず全世界
的なトレンドであるO 現在、我が国における貨物
部門での鉄道の役割は小さいが、旅客部門での役
割は国際的にみるとむしろ大きいといえる。
図8は、 1994年の主要国の一人当たり C02排出
量を比較したものである。ヨーロッパや日本、ア
ジアのNIES諸国は一人当たりおよそ 2-3炭素ト
ン (t-C)を排出している一方、北米やオーストラ
リアでは、一人当たり5-6t-C排出している。こ
の差は、産業構造や生活様式などの違いにも原因
があるが、国土の広さの違いによる輸送距離の違
いにも起因していると考えられている。そこで、
交通の占める割合を見るために、部門別最終エネ
ルギー消費を比較してみると、図 9のようになる。
一人当たりエネルギー消費量も同様の関係にある
が、交通部門についても国土の広い国々がエネル
ギー消費も多いという関係になっている。欧州諸
国と日本は国土面積にそれほど差違はないが、日
本の一人当たり交通エネルギー消費水準は、欧州
先進国と比較しでも低い方である。図10は、各国
の最終エネルギー消費の部門別構成比を比較した
ものであるが、これを見ても日本においては交通
出典:日本エネルギー経済研究所編、 1997
図8 世界各国の一人当たりC02排出量 (1994年)
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司竺埜里究通自民生 農業 u非エネルギ←i
出典:日本エネルギー 経済研究所編、 1997
図9 世界各国の部門別一人当たり最終エネルギー消費
量 (1994年)
ポ
J・産業鈎交通自民生って車業ヲ戸手五平工1
出典・日本エネルギー 経済研究所編、 1997
図10 世界各国の最終エネルギー消費の部門別構成比
(1994年)
部門の占める割合が低いことが読みとれる。これ
は、我が国では鉄道を中心とする効率的な輸送が
ある程度実現されていることを示していると思わ
れる。
このことを明らかにするために、我が国におけ
る鉄道輸送が、諸外国と比べてどのような特徴を
有するかを見ることにするO 図11は、鉄道による
一人当たり年間輸送実績の国別比較を、旅客・貨
物別に、人口の多い順に示したものである。国連
の調査に基づく 1994年末までに得られた最新年の
デ}タであるため、必ずしも同一時点のものでは
ない。なお、人口は1990年国連年央推計値を用い
ている。図から、我が国は、旅客部門では一人当
たり約3，106人kmと、世界でも有数の鉄道輸送実
績を持つことがわかる。大規模な鉄道網を持つヨ
ーロッパ主要国でも一人当たりでは日本の 1/3
程度の輸送量であり、アメリカなど広大な国土を
持つ国々では極少ない。一方、貨物部門での輸送
実績は一人当たり216トンkmであり、先進国の中
でも比較的低い値になっている。ヨーロッパ諸国
では1，000トンkmを越える国もあり、さらに国土
の広大な北米・ロシアなどでは6，000-17，000トン
km~こも及んでいる。
このことより、我が国では、国土が狭く高密度
な土地利用が大量一括輸送を成立させる条件をも
たらし、旅客部門におけるこの水準を実現してい
ると言えるであろう。それに対して、貨物部門で
は大量長距離輸送需要が少ないのに加え、起終点
が面的に分布する輸送需要に対処するには自動車
による輸送が便利であるためであると考えられる。
先に見たように、先進国の中で、我が国の一人
当たり最終エネルギー消費は低い方であるが、旅
客部門において現状でこれだけの鉄道分担率を有
することが、このことにある程度貢献していると
考えられる。しかし、現在の趨勢に従えば、今後、
ヨーロッパや北米のさらなる自動車依存型に移行
していくことが懸念される。
次節以降では、もう少し詳細に、全国の発着地
別(都道府県単位)の旅客・貨物輸送の実態を把
握し、エネルギーやC02排出の原単位を用いた原
単位法により、輸送に伴うエネルギー消費やC02
排出量を、輸送手段別構成比に着目しながら把握
する。
2. 3 都道府県間輸送数の把握
本研究で分析の対象とする地域間輸送数は、運
輸省による「旅客地域流動調査・貨物地域流動調
査Jのデータ(推計値)をもとにOD表として把握
した。データベースは1985年度、 1990年度、 1995
年度の3ヶ年1)を対象とし、地域区分は都道府県別
(旅客地域流動調査の地域区分に倣い、北海道はさ
らに道北(上川支庁・網走支庁・留萌支庁・宗谷
支庁)、道東(十勝支庁・釧路支庁・根室支庁)、
道央(石狩支庁・後志支庁・空知支庁・胆振支
庁・日高支庁)、道南(渡島支庁・檎山支庁)の 4
つに区分)計50地域として作成した。旅客につい
ては鉄道・パス・乗用車・船舶・航空の 5機関別
に、また、貨物については鉄道・海運・自動車の
3機関別に作成した%
鈴木・田頭地域人口の変化による国土レベルの旅客・貨物輸送のエネルギ}消費・環境負荷への影響と対策 115 
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図11 一人当たり鉄道輸送量の国別比較 (1994年末までの鰻新データ)
1995年度の一年間の地域別旅客・貨物別輸送数
を見ると、まず旅客では、 OD別流動実績はほぼ対
称、すなわち地域間の流動は往路復路ともほぼ同
じであり、従って、発生輸送数と集中輸送数も同
じパターンを示している。輸送数は大都市が存在
する地域、主要交通路が通過している地域ほど多
く、また国土の中央の地域の方が大きい傾向があ
る。
一方、貨物でも、 OD別流動はほぼ対称ではある
が、発生輸送数と集中輸送数ではパターンの違い
が少なからず見られる。貨物の場合は流動のソー
ス(モノの発生地点)とシンク(モノの消費地点)
があるためであり、土地(農地、森林など) ・港
湾(輸出入による物資の流出入) ・施設(工場な
ど) ・労働力(産業別人口) ・市場(人口)など
を考慮しなければならないことを示している。そ
こで、次章で述べる輸送数を説明するための指標
をデータベース化するとともに、貨物流動データ
については、農水産品、林産品、鉱産品、金属・
機械工業品、化学工業品、軽工業品、雑工業品、
特殊品、その他の計9品目別のデータを、「農水産
品j、「林産品」、「鉱産品」、「工業品J(金属・機械、
化学、軽、雑工業品)、「特種品・その他」の 5品
目に集計してそれぞれ別々に扱うこととした。
貨物輸送数は、産地や加工地、消費地に影響さ
れ、品目別の発生・集中の地域別分布の特徴は異
なっていることがわかる。特に、鉱産品や工業品
などは輸出入が関係してきていると考えられる。
次章の発生・集中輸送数のモデル化にあたっては、
この点を考慮することとした。
上記統計の調査内容は、旅客については輸送人
員、貨物については輸送トン数であるので、これ
に輸送距離を乗じた輸送量を把握するために、国
土地理院の「日本の市区町村役所・役場経緯度一
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覧」に基づき、都道府県間距離を都道府県庁所在
地問の距離と定義して計算した。都道府県内での
輸送(県内→県内)の距離については、これを都
道府県面積の等積円内の一様にランダムな 2点聞
の距離と定義する方法が考えられるが、この方法
によると、貨物では、鉄道及び海運の全輸送量が
過小評価に、自動車の全輸送量が過大評価に、旅
客では全機関について過大評価になってしまう O
これは県内輸送でも近距離輸送の比率が高い機関
について距離を過大評価をしてしまっている(過
小評価についてはその逆)ためと考えられる O 従
って、ここでは、都道府県内輸送の距離を次のよ
うな方法で算出した。
まず、日本エネルギー経済研究所編「エネルギ
ー・経済統計要覧'97Jの交通機関別輸送量 Q!'!を
コントロール・トータルとし、県庁所在地問で定
義した都道府県間距離内(i=1 j)と機関別の都道府
県間輸送人員あるいは輸送トン数 Tij(i=1 j)との積
和を差しヲ|いたものを、機関別県内輸送総量
~~と見なす。
手Qi7ず -24η(1)
これを各都道府県に配分するのであるが、このと
き都道府県面積と等積の円の半径 riに比例して配
分する。すなわち、各県の機関別県内輸送距離は
d2i で士干m ・H ・.…...・H ・H ・H ・-………・・(2)
2riTi7 
で与える。但し、 Ti!は県内輸送人員あるいは輸送
トン数である。なお、この県内輸送距離は、旅
客・貨物別に計算しておく。
2. 4 輸送に伴うエネルギー消費量・ C02:f9~出
量の算定
次に、旅客・貨物輸送に伴う輸送機関別のエネ
ルギー消費量及び、C02排出量を算出するための原
単位を、旅客・貨物別に計算しておく(表1)。エ
ネルギー消費原単位については、前出の日本エネ
ルギー経済研究所の推計による輸送量とエネルギ
ー消費量をもとに計算した。また、 C02排出原単
位については、まず輸送機関別の排出量を、運輸
省「運輸関係エネルギー要覧」の各機関別燃料消
費構成からの計算値をエネルギー消費量で重み付
けすることにより推計し、こうして得られた全体
の排出量をエネルギー消費量に応じて旅客・貨物
に按分して求めたものである。
表1から、旅客については自動車の分担率が増
大しており、エネルギー消費原単位が大きい分、
総エネルギー消費の伸びに大きく影響しているこ
とが分かる (1985年度については自家用貨物車が
含まれていない)。一方でエネルギー原単位の小さ
い鉄道輸送の伸びは緩やかで、パスについては減
少している。貨物については、輸送量に占める海
運のシェアが大きいものの、エネルギー消費量の
伸びは自動車輸送量の増大に起因している。鉄道
の占めるシェアは輸送量、エネルギー消費とも小
さい。
このように旅客・貨物ともに自動車輸送量の増
大がエネルギー消費量を押し上げる主要因であり、
手段別のエネルギー消費原単位の差違から、自動
車依存からの脱却によるエネルギー消費の抑制の
可能性は極めて大きいといえる。
こうして求めたエネルギー消費原単位・ C02排
出原単位をもとに、都道府県聞のエネルギー距離
及び、C02距離をそれぞれ旅客・貨物別に次式で計
算した。
エネルギー距離:
事dijg;長;7htj
Eυ=1 市
号似J古 I=J
C02距離:
54仏語7i#j
m 
Cij =~市m
pgι2三ヤ i= j 
-・(3)
-・付)
????????????
?
???
? ?
?
? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ? ?
? ? ?
』?? ?
?
????????、
??
? ? ?
?
??
旅客・貨物別輸送機関別のエネルギー消費原単位・ C02排出原単位表1
出典:エネルギー・経済統計要覧， 97，日本エネルギー経済研究所エネルギー計量分析センター編，省エネルギーセンター.
交通部門別輸送機関別ヱネルギー消費量，同輸送量，同エネルギー消費原単位
? ? ?
:分析に用いた数値
量は運輸関係エネルギー要覧」の燃料消費構成からの計算値をエネルギー消費量で重み付けして推計したものである
旅客・貨物の輸送機関53IJC02排出量は，このように計算された全体のC02排出量をエネルギー消費量に応じて按分したものである.
貨物の航空は輸送量が少ないので，モデ‘ル計算上は考察の対象外とする. (品目別輸送量が把握されていなし、)
注)
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但し、 g';，g7:o
2
はそれぞれ機関mのエネルギー消
費原単位、 C02排出原単位で、ある。これらは、 iか
らjへの輸送に要するエネルギー消費あるいはC02
排出の機関別分担率による重み付き和を意味して
いる。
3.人口分布ーエネルギー・環境負荷モデ
ルの作成
3. 1 モデルの構成
本章では、人口分布の変化によって輸送数がど
のように変化するか、さらには、それによってエ
ネルギー消費量やC02排出量にどのような変化を
もたらすかを記述する人口分布ーエネルギー・環
境負荷モテゃルを構築するO
モデルは 3つのサブ・モデルからなる。第一の
モデルは、発生・集中輸送数を推定するモデルで
ある。発生輸送数とは、単位とする地域を起点と
する輸送人員あるいは輸送トン数であり、集中輸
送数とはその地域を終点とする輸送人員あるいは
輸送トン数である。これらは、当該地域の人口や
就業人口、土地利用などによって決まるものと考
えられる。本研究では、これらに加え、貨物につ
いては輸出入貨物量を考慮する。第二のモデルは、
分布輸送数を推定するモデルである。これは、あ
る地域からある地域までの輸送数をOD表として得
るものであるO 地域間の距離の影響を表現すると
同時に、発生・集中輸送数モデルと整合するもの
でなくてはならない。本研究では、距離として前
章で用いた都道府県間距離及び県内距離を用いる
こととし、発生・集中制約型の空間相互作用モデ
ルを採用する。第三のモデルは、分布輸送数から
エネルギー消費量及び、C02排出量を計算するモデ
ルである。ここでは、分布輸送数に前章で計算し
たエネルギー距離・ C02距離を乗じるという、も
っとも簡便な原単位法を用いることにする。なお、
推定には1995年次のデータを用いる。
以下、これらのモデルからなる、現状の輸送量、
エネルギー消費及び環境負荷との整合性・再現性
を確保した人口分布一エネルギー消費・環境負荷
モデルを構築する。
3. 2 発生・集中要因の分析と発生・集中輸送
数推定式の推定
上述のように、本研究の目的達成のためには、
地域人口が輪送に伴うエネルギー消費や環境負荷
に対してどういう影響を与えるかを記述できる人
口分布一エネルギー消費・環境負荷モデルを作成
することが必要であるが、その基礎モデルとして、
まず輸送の発生量・集中量が人口・土地・港湾物
資取扱量・生産活動量等の要因とどのような関係
にあるかを把握する必要がある。そこで、これら
の指標として、常住人口、産業別就業人口(以上
「国勢調査」より)、港湾貨物輸出入量 (1港湾統計」
より)、地目別土地面積 (1耕地及び作付面積統計」、
「林業センサス」等より)等の基礎指標を考え、お
互いの関係を集計モデルによりモデル化するo
収集したデータは以下の通りである。
① 面積(加12)
総面積、森林・原野・湖沼面積、耕地面積、
宅地面積、その他面積
② 人口(人)
③ 産業別就業者数(人)
a)常住地
総数、農水産業就業者数、林業就業者数、鉱
業就業者数、建設業・製造業就業者数、その
他産業就業者数
b)従業地
総数、農水産業就業者数、林業就業者数、鉱
業就業者数、建設業・製造業就業者数、その
他産業就業者数
① 港湾輸出入貨物量(トン)
a)輸出
合計、農水産品、林産品、鉱産品、工業品、
特殊品・その他
b)輸入
合計、農水産品、林産品、鉱産品、工業品、
特殊品・その他
輸送数データと同様に、地域区分は都道府県別
(北海道はさらに道北、道東、道央、道南の4つに
??
?
??????〉?????
? ? ?
??????
?
』??
? ? ? ? ? ? ? ? ? ?
?
? ? ? ? ?
?
?????????、
??
? ? ?
?
??
発生・集中輸滋数モデルのパラメータ椎:u='結果 (1995年モデル)
1995年 発生(全機関) 集中(全機関)
上段:偏回帰係数 貨物(t) 旅客(千人) 貨物(t) 旅客(千人)
下段:t値 農水産品 林産品 鉱産品 工業品 特種品・そ 農水産品 林産品 鉱産品 工業品 特種品・そ
の州1 の1m
OF1 OF2 OF3 OF4 OF5 OP DF1 DF2 DF3 DF4 DF5 DP 
面積(同2) 森林原野湖沼 20622654 7 
AREA1 5.2916 
耕地 2884.2433 6 
AREA2 6. 7884 
人口(人) 9.6569E 0.7584523 9 lB，36269f ; 9.19869 o. 758372 
POP 21. 935 28.408 6.980 16.68 19.0417 28.43594 
従業地 総数
産業別 EE 
就業者数 農水産業 12.56 31. 58658 
(人) EE1 1. 69707 4.925017 
林業 822.499 
EE2 6.1247 
鉱業 24104.5W 24198.52 
EE3 10.8398556 8.43424 
建設・製造業 4.110 100.348 4.8941 11.3 
EE4 9.452884 12.66821 10.2660 1. 573852 
その他(3次)
EE5 
港湾輸出 農水産品
貨物量(t) EXF1 
林産品
EXF2 
鉱産品
EXF3 
工業品 1.519886  
EXF4 3.452 
特殊品・その他
EXF5 
港湾輸入 農水産品 1.0812 E 
貨物量(t) IMF1 5.7704 
林産品 0.534 
IMF2 3.854312 
鉱産品 0.50871 
IMF3 2.99501341 
工業品 1. 7261 
IMF4 3.9786 
特殊品・その他
IMF5 
調決整'iE係済数 R
2 0.87222516 0.89031127 0.80742132 0.89434368 0.90568758 0.94159091 0.82012605 0.83297171 0.79641244 0.9376694 0.87851904 
表 2
? ? ?
. ____ . 1:独立変数として検討した変数
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区分)計50地域と一致させた(一部デ}タは独自
に推計したものを用いている)。
基本的なモデル式は以下の通りである。なお、
添字付きのa，b，cはパラメータであるO
① 旅客輸送数
発生OP;宇a1POP; i = 1，.，50・…..・ H ・..・ H ・'(5)
集中DPj=aZPOPj j= 1，.・.，50・………....・H ・"'(6)
但し、
POP;: i県の人口(人)
② 貨物輸送数
農水産品・発生
OF1; = bl1AREA2; + b1ZEE1; + b13IMFL i = 1，.. ，50 
・・(7)
林産品・発生
OF2;= bz1AREAli+ bzzEE2i+ bZ3EE4;十 b24IMF2;
i = 1，.・，50 ・H ・H ・.…..・ H ・..………(8)
鉱産品・発生
OF3;= b31EE3;+ b3ZIMF3; i = し.，50…・・・ (9)
工業品・発生
OF4;= b41EE4;+ bdMF4; i = 1，.・，50 ・・・・・・・・・同
特種品その他・発生
OF5;= bS1POP; + bszEE; + bS3EE5; + b541MF5; 
i = 1，.，50 ・H ・H ・...・ H ・...・ H ・.…(l)
農水産品・集中
DFlj= b61POPj+ b62EElj+ b63EE4j + b64EXFlj 
j = 1，.，50 ・ H ・H ・.，………'"・ H ・"(12)
林産品・集中
DF2j= b71E叫 +bnE臼j+b73EXF2jj= 1，.・.，50
・・(13)
鉱産品・集中
DF3j= b81EE3rトb8zEE4j+b83EXF3j j = 1，.，50 
・(14)
工業品・集中
DF4j= b91POPj+ b犯EE4j+b93EXF，令j=1，…，50 
・・・(15)
特種品その他・集中
DF5j= blO.1POPj+ blO，2EEj+ blO，3EE4j+ blO，4EXF5j 
j= 1，.・.，50 ・H ・H ・..………..，・ H ・-…(l6)
但し、
AREAl:森林・原野・湖沼面積
AREA2 :耕地面積
POp:人口
EE:従業地就業者数
EEl:従業地農水産業就業者数
EE2:従業地林業就業者数
EE3:従業地鉱業就業者数
EE4:従業地建設・製造業就業者数
EE5:従業地その他産業就業者数
EXFl:農水産品港湾輸出貨物量
EXF2 :林産品港湾輸出貨物量
EXF3 :鉱産品港湾輸出貨物量
EXF4:工業品港湾輸出貨物量
EX月:特種品・その他港湾輸出貨物量
IMFl:農水産品港湾輸入貨物量
IMF2 :林産品港湾輸入貨物量
IMF3 :鉱産品港湾輸入貨物量
IMF4:工業品港湾輸入貨物量
IMFち:特種品・その他港湾輸入貨物量
表2は、上記のモデル式のパラメータ推定を行
った結果である O 旅客・貨物(5品目別)の発
生・集中輸送数を従属変数とし、表中の太枠内の
変数を独立変数(貨物の場合は人口・品目に対応
する産業の従業地就業者数・港湾輸出入貨物量、
旅客の場合は人口)として、変数増加型ステップ
ワイズ重回帰分析 (F-凶値、 F-Qut値ともに2.0)に
より推定した。偏回帰係数及び t値が記入されて
いる欄の変数が採用されたことを意味している。
貨物については調整済決定係数が概ね0.8以上、旅
客については0.9を超えるという良好な結果が得ら
れた。
3. 3 分布輸送数推定式の推定
分布輸送量の推定は、以下の発生・集中制約型
の空間相互作用モデルにより行った。
号=A;BjO;Djdij-s 
A; =I1(LB凡 df)
j=1 
Bj = 1/(エAP;d;j-s)
-・・仕方
-・(18)
...(19) 
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表3 分布輸送数モデルのパラメータ推定結果
(1995年モデル)
但し、
Oi:発生輸送数 (OPi，OFliなど)
Dj:集中輸送数 (DPj>DF1jなど)
である。
推定方法は、一般化Hyman法(野上・杉浦
(1986)参照)による収束計算を行った。結果を表
3に示す。非類似性指数 (ID) とは、モデルにお
いて誤って割り当てられた輸送数の割合を示す指
標である。例えば、貨物の中では、鉱産品が最も
IDが小さく、モデルの当てはめが良好で、あったこ
とを示している。
3. 4 エネルギー消費量・ C02排出量の計算
方法
こうして推定した分布輸送数に、 2章で求めた
エネルギー距離やC02距離を乗ずることにより、
エネルギー消費量・ C02排出量を計算する。
E=エeλ -….......… '"… ・・側
c=拝仏 側
E， Cの輸送機関別内訳は各ODベア毎の機関分担率
を乗ずることで求めることができる。
4.人口分布に伴うエネルギー消費量・
C02排出量の変化
4. 1 人口分布のシナリオ
3章で構築した人口分布ーエネルギー・環境負
荷モデルを用いて、国土レベルの人口分布の変化
が、運輸用エネルギー消費やそれに伴うC02排出
にどのように影響するかを計算してみることにす
る。図12に想定したいくつかの人口分布図を示す。
分散型国土形成が唱われた「第四次全国総合開
発計画」では、計画人口は国土に分散する形で計
算された。この四全総の中では、日本を 9地方に
分割し、 2000年のブロック別目標人口が設定され
ている。そこで、まずこのブロック別目標人口を
1995年の人口配分に比例するように50地域に配分
した場合をケース 1(2000年全総)とした。
一方、我が国における今後の人口分布の動向は、
国立社会保障・人口問題研究所による「都道府県
別将来推計人口」において推計されている。本研
究ではこれを「現状趨勢ケース」ととらえ、平成
9年5月に推計された2025年までの推定値のうち、
2000年、 2010年、及び2025年の都道府県別推計人
口をそれぞれケースI (2000年推計)、ケースII
(2010年推計)、ケースIV(2025年推計)とした九
この予測に依れば、今後の人口分布の趨勢は過疎
化の進展と地方中枢都市圏への集中、大都市圏郊
外への分散が基調であるが、 2000年時点で、ケー
ス 1(2000年全総)ほどの分散は起こらないとさ
れている。なお、上記の中では、ケースIIが総人
口最大となる。
また、モデルで必要となる変数について、次の
仮定を加える。
(A-l)都道府県聞の旅客・貨物輸送におけるそれ
ぞれの交通機関別構成比は不変とする。すなわち、
容量制約やモ}ダルシフトは一切考慮しない。
(A-2)人口の増加に従い、宅地面積が増え、代わ
りに耕地面積が減少すると考える。森林や湖沼な
どの非可住地は不変とする。
(A-3)唯一の変数は各都道府県の人口であり、土
地利用や産業別人口、輸出入貨物量は人口により
決まるものとする。
(A-4)産業別人口比率は一定である。また、人口
当たり品目別輸出入貨物量も一定である。
(A-2)については、地域別の人口当たりの宅地面
積は一定であるとし、この値には1995年のものを
用いた。また、 (A-4)の比例定数も、 1995年値か
ら計算されたものを用いた。
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EE; = PIPOP;，.， 
EXFl; = P7POPi，…・ H ・H ・H ・.…..・ H ・..…(22)
IMFl; = PI2POP;，・
4. 2 シナリオ別エネルギー消費量・ C02排出
量の予測
以上の人口分布の4ケー スと、 1985年、 1990年、
1995年の3時点における人口分布から計算される
輸送量、エネルギー消費量、及び、C02排出量をま
とめたものが表4である。左側の列より、各年の
実現値、推定パラメータを用いた結果 (1990年の
総計の推定値を100とした指数で表示)を、旅客・
貨物別交通機関別に示している。また、下段には、
一人当たり換算値も同様の指数で表示しである。
まず、 1985年と1995年の一人当たりエネルギ}
消費量やC02排出量の実現値に着目してみると、
1990年レベルを100としたとき、 1985年は80前後、
1995年は115前後の値を示しているのに対して、モ
デルによる計算値では、その振れ幅は非常に小さ
いものとなっている。この理由の一つは、あくま
でこのモデルは、様々なパラメータを1995年次の
ものを用いており、時系列的なトレンドを表現出
来るものではないことを示している。従って、以
降のモデル推定値は予測値ではなく、あくまで人
口分布を変数としたものであることに注意された
い。ただし、 1985~1995年は、パブリレ経済の変化
の激しい時期を挟んでおり、今後は、その以前の
10年間ほどは激しく変化しないと考えるならば、
予測値としてもそれほど的外れの数字ではないか
もしれない。
次に、エネルギー消費量とC02排出量の総量の
変化を見ると、それぞれの変化は、ほぽ同じ動き
を見せていることがわかる。さらに、ケース Iで
は1990年レベルの約 7%増になること、ケース1
~IVでは人口変化に比例して2010年まで増加し、
2025年では減少していることが読み取れるO
また、ケース Iでは総人口が高めに設定されて
いることが、エネルギー消費量やC02排出量の大
幅な増加をもたらしており、一人当たりでは増加
が1%に満たないことにも注意する必要がある。
さらに、ケースII~IVでも、一人当たりの変化で l
は1%に満たないものとなっており、今後の人口
分布の変化が、エネルギー消費量・環境負荷にど
のような影響を与えるのか明らかでない。
そこで、新たにケースVとして、 1995年から
2025年での地域別の人口変化率を倍増して地域別
の人口を再計算したもの、さらにケースVIとして、
上記の変化率を 3倍増として計算したものについ
て、エネルギー消費やC02排出量を算出した(た
だし、総人口は2025年レベルで固定し、総人口を
コントロールトータルとして再配分している)。そ
の結果、エネルギー消費量とC02排出量の総量の
変化を見ると、ケースV (2025年変化率2倍)で
は1990年レベルの約 4%減、ケースVI(2025年変
化率3倍)では約 5%の減少となった。さらに、
一人当たりでは、ケースVでは1990年レベルの約
2%減、ケースVIでは約 3%の減少となっている。
輸送量の総量の変化を見ると、ケースVIの旅客で
は、約 6%、貨物では約10%もの減少となってい
る。さらに、一人当たりでも、ケースVでは旅客
で約 4%、貨物で約 8%の減少である。ここで、
エネルギー消費量とC02排出量の減少が、輸送量
の減少より小さいのは、総輸送量の減少に比較し
て、エネルギー消費・ C02排出原単位の高い自動
車の輸送量の減少が小さいためである。
5.エネルギー消費量・C02排出量削減
施策
5. 1 人口再配置によるエネルギー消費量・
C02排出量
前章で、様々なケースの人口分布において、エ
ネルギー消費量・ C02排出量を算出した中で、
2025年次の変化率を増大させたケースの人口分布
が、輸送量を減少させていることを示した。これ
は、現在の地方の過疎化、都市圏人口の増加、都
市圏内における郊外化というトレンドが進行した
場合、輸送量の減少をもたらすことを示している O
しかしながら、自動車の輸送量の変化が相対的に
小さく、エネルギー消費量.C02排出量の減少幅
は輸送量に比べて小さいものとなっている。これ
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人口分布シミュレーションによるエネルギー消費量、 C02排出量の変化の推定
ケース 日 I IV IV VI IVI VIl IX X XI xn 
婁現値 l相対値・1990年=100
年度 I宮85 1990 1995 1985 1990 1995 m∞会総 2000推計 2010推計 2025錐計 '251亙慣 '25変呈宣 '25集中 '25分散 '25転10 '25転20 '25関数1 '25関数2
旅客 輸送量 鉄パ道ス
330101 387478 400056 26，65 27.42 27.87 28.99 28.20 28.36 26.71 26.12 25.07 27.84 25.48 33.89 41.07 31.57 36目44
10'人km 104898 110372 97287 9.07 9.18 9.30 9.80 9.40 9.45 8.92 8.80 8.60 8.09 9.65 8.92 8.92 8.92 8.92 
乗用車 526450 742689 820132 59.55 60.25 61.07 64.38 61.67 61.94 58.57 58.18 57.65 53.36 63.64 52.71 46.86 54.51 50.45 
船航舶空 5753 6275 5527 1.02 1.00 1.00 1.07 0.99 0.95 0.84 0.72 0.59 0.72 0.95 0.84 0.84 0.84 。目8433119 51624 65012 2.16 2.14 2.16 2.35 2.15 2.12 1.98 1.87 1.76 1.74 2.18 1.98 1.98 1.98 1.98 
総計 1000321 1298438 1388014 98.44 100.00 101.4 106.59 102.41 102.82 97.02 95.70 93.68 91.75 101.90 98.34 99.67 97.82 98.63 
エネルギー鉄道 15290 18510 19550 3.36 3.46 3.52 3.66 3.56 3.58 3.37 3.30 3.17 3.52 3.22 4.28 5.19 3.99 4.60 
106Mc.1 パス 13120 15310 15050 3.62 3.67 3.72 3.91 3.76 3.77 3.56 3.52 3.44 3.23 3.86 3.56 3.56 3.56 3.56 
乗用車 285840 385360 468920 87.93 88.96 90.17 95.06 91.05 91.46 86.48 85.90 85.12 78.78 93.96 77.83 69.18 80.48 74.48 
船航舶空 1000 1670 1610 0.77 0.76 0.75 0.80 0.74 0.72 0.64 0.54 0.44 0.54 0.72 0.64 0.64 0.64 0.64 23360 28400 37030 3.17 3.15 3.18 3.45 3.17 3.12 2.92 2.76 2.59 2.56 3.21 2.92 2.92 2.92 2.92 
総計 338610 449250 542160 98.85 100.00 101.33 106.89 102.28 102.65 96.96 96.01 94.76 88.63 104.95 89.22 81.48 自1.58 86.20 
C02排出 鉄道 2.91 3.75 3.94 2.42 2.49 2.53 2.63 2.56 2.57 2.42 2.37 2.27 2.52 2.31 3.07 3.72 2.86 3.30 
106t-C02 パス 3.77 4‘40 4.32 3.71 3.76 3.81 4.01 3.85 3.87 
8037269 6 5 
3.60 3.52 3.31 3.95 3.65 3.65 3.65 3.65 
乗用車 82.10 108.90 132.66 88.76 89.80 91.02 95.96 91.91 92.32 86.71 85.92 79.52 94.84 78.56 69.83 81.24 75.19 
航船空舶 0.29 0.49 0.47 0.80 0.79 0.78 0.84 0.78 0.75 0.56 0.46 0.57 0.75 0.66 0.66 0.66 0.66 6.42 7.98 10.41 3.18 3.16 3.19 3.46 3.18 3.13 2.92 2.76 2.60 2.57 3.22 2.92 2.92 2.92 2.92 
総計 95.48 125.52 151.80 98.87 100.00 101.32 106.90 102.27 102.64 96.95 96.02 94.78 88.50 105.07 88.88 80.80 91.34 85.73 
|貨物
|輸106
送
t，量km 鉄海道運
21919 27196 25101 5.59 5.54 5.57 5.94 5.56 5.48 5.07 4.73 4.38 4.17 6.06 9.85 14.64 5.94 6.82 
205818 244546 238330 29.35 29.21 29.30 31.33 29.30 28.89 26.62 24.82 22.86 23.46 29.53 26.62 26.62 26.62 26.62 
l航自空動車 208008 274244 294648 64.60 65.25 66.09 69.5日 66.73 67.07 63.60 63.29 62.75 57.12 69.86 58.81 54.02 62.72 61.84 
482 799 924 
鰻 436227 546785 559003 99.54 100.00 100.96 106.85 101.59 101.45 95.28 92.84 89.99 84.75 105.44 95.28 95.28 95.28 95.28 
エ10ネ6
M
ル
c.ギlー
1930 1580 1520 0.51 0.50 0.50 0.54 0.50 0.50 0.46 0.43 0.40 0.38 0.55 0.89 1.33 0.54 0.62 
海運 47690 36190 37730 6.94 6.91 6.93 7.41 6.93 6.84 6.30 5.87 5.41 5.55 6.99 6.30 6.30 6.30 6.30 
航自空動車 197340 252750 279670 91.67 92.58 93.79 98.74 94.69 95.18 90.24 89.81 89.04 81.05 99.13 83.45 76.66 89.00 87.75 
3230 4140 5230 
総言十 250190 294660 324150 99.12 100.00 101.23 106.69 102.13 102.51 97.00 96.11 94.85 86.98 106.66 90.64 84.29 95.84 94.67 
C02排出 鉄道 0.37 0.32 0.31 0.36 0.36 0.36 0.38 0.36 0.35 0.33 0.30 0.28 0.27 0.39 0.63 0.92 0.37 0.41 
10't-C02 海運 13.63 10.62 11.06 7.18 7.16 7.18 7.68 7.18 7.08 6.52 6.08 5.60 5.81 7.16 6.44 6.36 6.33 6.13 
l航自動望車 56.68 71.42 79.12 91.43 92.49 93.75 98.76 94.68 95.16 90.12 89.67 88.92 81.87 98.09 82.40 74.69 86.25 82.38 0.89 1.16 1.47 
総書十 71.56 83.53 91.95 99.12 100.00 101.23 106.69 102.12 102.51 97.0 96.10 94.83 86.98 106.65 90.52 84.04 95.81 94.62 
旅客貨物
エ10ネ'Mルcaヰlー 鉄パス道
17220 20090 21070. 2.34 2.41 2.44 2.55 2.47 2.48 2.33 2.27 2.18 2.40 2.26 3.07 3.81 2.76 3.18 
13120 15310 15050 4.81 4.83 4.86 5.16 4.89 4町87 4.54 4.36 4.14 4.06 4.97 4.54 4.54 4.54 4.54 
自動車 483180 638110 748590 89.26 90.25 日1.46 96.37 92.35 92.79 87.82 87.30 86.52 79.59 95.80 79.84 71.85 83.52 79.22 
1航内航空海運 48690 37860 39340 0.49 0.49 02408 4 0.52 且48 。‘46 0.41 0.35 0.29 0.35 0.46 0.41 0.41 0.41 01.487 1 26590 32540 42260 2.04 2.03 2.22 2.04 2.01 1.87 1.77 1.67 1.65 2.06 1.87 1.87 1.87 
総計 588800 743910 866310 98.95 100.00 101.29 106.82 102.22 102.60 96.98 96.05 94.79 88.04 105.56 89.73 82.48 93.10 89.22 
C02排-C出02量鉄道 3.28 4.07 4.24 1.68 1.72 1.75 1.82 1.77 1.77 1.67 1.63 1.56 1.71 1.62 2.20 2.72 1.97 2.27 
10't-CO パス 3.77 4.40 4.32 4.96 4.98 5.02 5.33 5.05 5.02 4.68 4.49 4.27 4.19 5.13 4.68 4.68 4.68 4.68 
自動車 138.78 180.32 211.78 89.77 90.77 91.98 96.92 92.87 93.31 88.32 87.79 87.01 80.04 96.34 80.29 72.26 83.99 79.67 
13.91 11.11 11.53 0.51 0.51 0.50 0.54 0.50 0.48 0.43 0.36 0.30 0.36 0.48 0.43 0.43 0.43 0.43 
7.31 9.14 11.88 2.04 2.03 2.04 2.22 2.04 2.01 1.87 1.77 1.67 1.65 2.06 1.87 1.87 1.87 1.87 
総計 167.04 209.05 243.75 98.96 100.00 101.29 106.82 102.22 102.59 96.97 96.05 自4.80 87.95 105.64 89.47 81.96 92.95 88.921 
表4
? ? ?
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堅塁審
堅選璽 1 -1.2 
隆麹1.2- 1.5 
瞳露1.5-_ 2-2.5 
E2i二 5
量:;:ij
書2ji2:
1995年人口分布
ケース1(2000年全総)
区麹
堅塁塁 1 -1.2 
量ijJ: 
_2.5- 5  
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は、自動車比率の高い地方都市の人口は減少して
いるものの、鉄道比率の高い都市圏中心部でも減
少し、また都市圏中心部よりは鉄道比率の低い都
市圏郊外が増加しているためである。そこで、こ
こでは自動車の輸送量の減少を図るべく、 2025年
次の人口分布をベースにして、次のような人口分
布を考えることにする。
附 =D叫D叫仰o(寸φ(告ま卦会)1内
但し、 Di，Doはそれぞれ i県の人口密度、全国の人
口密度を示す。すなわち、現在の人口密度が全国
平均レベルよりも高い都道府県に、人口をより集
中させるような人口分布である O これをケースVII
(2025年集中型)とする。
さらに、上記の式と対比させるために、密度の
比に掛かる幕数を0.9としたもの、すなわち、現在
の人口密度が全国平均レベルよりも低い都道府県
に、人口をより多く分配するような人口分布を、
ケースVIII(2025年分散型)とする。
これらの人口分布に基づいて、エネルギー消費
量及びC02排出量を計算した結果は、表4中に示
しである。 1990年次と比較すると、ケースVIIのエ
ネルギー消費量、 C02排出量では、総量で約12%、
一人当たりで約10%削減することができるという
結果になった。 2025年次推計(ケースIV) と比較
すると、自動車の輸送量が大きく減少しているこ
とがわかる。特に、旅客では鉄道は増加となって
おり、鉄道利用が促進されていることを示してい
るO 一方、ケースVIIIのエネルギー消費量、 C02排
出量では、総量で約 6%、一人当たりで約 8%増
大するという結果になった。これはやはり自動車
の輸送量が増大しているためである。
したがって、今後、大規模な交通基盤の新たな
整備が行われず、モーダルシフトも促進されない
とした場合、既存の鉄道施設を利用すべく、自動
車社会の発達した都市よりも鉄道の発達した都市
に集中させることが、いいかえればコンパクトな
都市形成を進めることが、輸送に伴う環境影響を
軽減する上で効果が高いことを示すものである。
逆に言うと、仮に人口密度の低い地域への人口集
積を進めるならば、自動車利用から、鉄道等への
交通手段の転換、いわゆるモーダルシフト等の政
策が不可欠であることを示している。
5. 2 モーダルシフトによるエネルギー消費
量・ C02排出量削減効果
前節で、自動車社会の発達した都市よりも鉄道
の発達した都市に集中させることが、エネルギー
消費量・ C02排出量の削減に寄与することを示し
たが、これは交通手段別の比率が、 1995年次のレ
ベルで一定と仮定しているためである。長期的に
見れば、現在利用率が小さい地域でも、今後の環
境負荷逓減の社会的な要請により、あるいは人口
増に伴って、鉄道施設の増強が図られ、鉄道利用
率が増加することも考えられる。そこで、本節で
は、自動車利用の鉄道利用への転換(モーダルシ
フト)が、どの程度エネルギー消費量・ C02排出
量の削減に寄与するのかを算出する。
まずはじめに、 2025年次推計(ケースIV)を対
象に、地域聞の自動車輸送数が、その輸送数のそ
れぞれ一律10%減少(ケースIX)、または20%減少
(ケー スX) し、その分鉄道輸送数が上昇したと仮
定する。ただし、貨物に関しては、地域内の鉄道
への転換は難しいと考え、ここで、は地域外への輸
送のみを対象とする。結果として、貨物の自動車
から鉄道に転換された輸送は、それぞれ総自動車
輸送の約 5%、約 9%であった。 1990年次推計
(ケースII)と比較すると、エネルギー消費、 C02
排出量では、総量でそれぞれ約1O~11%、約18%、
一人当たりでそれぞれ約8~9%、約16%削減され
るという結果になった。
しかしながら、このように一律に転換すること
は現実的ではない。たとえば、鉄道輸送の自動車
に対する比率が、 1と0.1の地域間交通では、同じ
率を上昇させるならば、 1の地域間の方が上昇さ
せやすいであろう。なぜ、ならば、現在0.1しか鉄道
輸送がないということは、あまり鉄道利用が便利
でない地域間である可能性が高いからである。一
方、鉄道比率が非常に高い地域間では、ある意味
既に限界まで鉄道を利用していると考えられ、残
りを上昇させるより、鉄道の自動車に対する比率
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が1の地域間を上昇させる方が容易で、あろう。ど
のあたりが関値になるかは明らかでないが、ここ
では仮に自動車と鉄道の比率が1:1である場合が
最も自動車の削減比率が高いと仮定する。具体的
には、地域聞の鉄道輸送数を可'oil、自動車輸送数
をTijOU加として、以下のように、自動車の削減比率
らを設定する。
ら十
ここで、 α=0.5(ケー スxI)，及び、α=1.0(ケー ス
XII)の場合を考えることにする。すなわち rijは、
TjmlべT;ail+Tijou勺 =0.5の時、最大値0.5α=0.25又は
0.5をとり、可'ail=0，宅ア。 =0の時、最小値0となる。
例えば、T;il/(1iア"+~jau勺: 0.1又は Tftlベマ，1/+T.，;"'O): 0.9の
とき、それぞれのαで、 rij=0.05又は rij=0.1となる。
ただし、貨物に関しては、上記と同様に地域外へ
の輸送のみを対象とした。結果的に、自動車から
鉄道に転換された輸送は、総自動車輸送の、旅客
がそれぞれ約7%、14%、貨物が約0.5%、1.0%で
あった。貨物では、鉄道率が低いので、転換率も
小さいものとなっている。エネルギー消費やC02
排出量を1990年次推計(ケースI) と比較すると、
総量で約 7%、11%、一人当たりでも約 5%、
9%削減することができるという結果になった。
実際に上記のような転換率を得るには、かなり
のハード、ソフト両面からの施策が必要とされる
であろう。しかしながら、上記で示したように、
モーダルシフトは運輸部門のエネルギー消費や
C02排出量の削減の観点から大きな効果があり、
今後推し進めていくべき施策の一つであると考え
られる。
6.省エネ・環境低負荷型国土形成に向け
て
本研究では、地域別人口分布の変化が旅客・貨
物輸送におけるエネルギー消費やC02排出にどの
ような影響を与えるかについてモデルを作成して
定量的に分析を行い、省エネルギーや低環境負荷
のための施策の方向性を検討し、次のような結論
を得た。
① 我が国における旅客・貨物輸送の実態を、輸
送量・エネルギー消費量・ C02排出量の面から
経年的に把握し、自動車依存へのシフトが運輸
部門全体のエネルギー消費量の増加に大きく寄
与していること、旅客部門における高い鉄道分
担率が先進国の中でもエネルギー効率の高い輸
送を実現していること、逆に貨物部門では自動
車依存度が高く鉄道の役割は小さいことが明ら
かとなった。
② 発生・集中輸送数推定モデル、分布輸送数推
定モデル、エネルギー消費・ C02排出算出モデ
ルの 3つのサブモデルで構成される人口分布一
エネルギー・環境負荷モデルを構築し、地域人
口の輸送に伴うエネルギー消費やC02排出量に
対する影響を計量可能にした。このモデルを用
いて、回全総におけるブロック別目標人口を想
定したケース 1(2000年全総)、社会保障・人口
問題研究所による将来推計人口に基づく2000年、
2010年、 2025年の都道府県別推計人口であるケ
スーI (2000年推計)、ケースII(2010年推計)、
ケースIV(2025年推計)について、エネルギ}
消費量・ C02排出量の変化を算出した。その結
果、ケース Iでは1990年レベルの 7%増加する
が、一人当たりでは変化が小さいこと、同様に
ケースII-IVでも一人当たりでは変化が小さい
結果となった。そこで、 1995-2025年の地域別
人口変化率を倍増したケースV (2025年変化率
2倍)、 3倍増したケースVI(2025年変化率3倍)
についてもエネルギー消費量・ C02排出量の変
化を算出したところ、輸送量・エネルギー消費
量・ C02排出量の総量・一人当たり双方におい
て減少することが明らかとなった。もっとも、
エネルギー消費量とC02排出量の減少比率は、
輸送量の減少比率より小さくなる。これは、地
方の過疎化、都市圏人口の増加、都市圏内にお
ける郊外化というトレンドが進行した場合、総
輸送量の減少をもたらすが、自動車比率の高い
地方都市の人口は減少しているものの、鉄道比
率の高い都市圏中心部の人口が減少し、及び都
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市圏中心部よりは鉄道比率の低い都市圏郊外の
人口が増加することによって、自動車の輸送量
の変化が相対的に小さくなるためであると考え
られる。
③ 上記の結果を受けて、自動車の輸送量の更な
る減少を図るべく、 2025年次の人口分布をベー
スにして、人口密度が全国平均レベルよりも高
い都道府県に人口をより集中させるような人口
分布、ケースVII(2025年集中型)を設定し、エ
ネルギー消費量・ C02排出量を計算したところ、
一人当たりでも約10%以上の削減が可能である
という結果が得られた。輸送機関別に見ると、
鉄道の相対的な役割が大きくなっており、自動
車社会の発達した都市よりも鉄道が整備された
都市にアクテイビティを集中させることが、言
いかえれば、コンパクトな都市形成を進めるこ
とが、既成の鉄道交通基盤の有効利用を促進し、
環境影響を軽減するための重要な政策オプショ
ンであることが明らかになった。逆に、現在の
人口密度が全国平均レベルよりも低い都道府県
に人口をより多く分配するような人口分布をケ
スーVIII(2025年分散型)として設定して同様
の計算をした結果、エネルギー消費量・ C02排
出量とも一人当たりで約8%増大するいう結果
が得られた。これより仮に人口密度の低い地域
への人口集積を進めるならば、自動車利用から
鉄道等へのモーダルシフト等の政策が不可欠で
あることが示された。
④ 上記を受けて、次に、自動車から鉄道への交
通手段の転換を行ってエネルギー消費量・ C02
排出量を削減する方策、いわゆるモーダルシフ
ト施策の効果を算出した。その結果、モーダル
シフト方策を促進することにより、各地域間の
自動車比率を一律10%削減(ケースIX)、20%削
減(ケースX) させる場合(貨物は地域内を除
く)、一人当たりでそれぞれ約8-9%、約16%
の削減、より現実的に転換前の鉄道・自動車比
率により転換比率を変更したケースXI、ケース
XIIでも、一人当たりでそれぞれ約5%、9%削
減することができることが明らかとなり、モー
ダルシフトは重要な施策であることが示された。
本研究で構築したモデルには、いくつか改良が
望まれる部分がある。まず、モデルの限界の問題
がある。本モテソレは時系列的な要素を考慮してい
ない。したがって、モデルで表現されている交通
量の増大は人口等の活動分布パターンによる一部
にすぎず、今後予測モデルに進展させるならば、
現在説明できていない要因もモデル内に取り込む
ことが必要である。また、エネルギー消費やC02
排出量の排出においても、代表交通機関に原単位
を乗じるという簡便な方法を用いており、混雑や
乗車率・積載率による原単位の変化、あるいは端
末交通の影響等は考慮していない。
このような課題は残されてはいるが、本研究に
よって、人口分布の幾つかの典型的なシナリオに
ついて、それぞれが輸送部門のエネルギー消費、
及びそれに伴うC02排出にどのような影響を及ぼ
すのか、また、鉄道利用を促進するための人口分
布、あるいは自動車の鉄道利用への転換等の施策
の効果の方向性は明らかにされた。
今後、都市圏中心部における人口減少が予想さ
れている地域もあるが、エネルギー消費量・ C02
排出量削減の観点から、既存の鉄道網を有効利用
するべく、ある程度の人口集積を保つことが必要
であろう。また、自動車比率の高い地域での人口
増加も予想されているが、鉄道、あるいはパスな
ど大量、中量輸送機関へのモーダルシフトを促進
し、自動車社会からの脱却を目指すべく様々な施
策が望まれる。
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本研究は、東日本鉄道文化財団平成 9年度調
査・研究助成による研究成果の一部に基づいたも
のである。また、本研究を推進するに当たり、(財)
運輸経済研究センターには基礎データとなる貨
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1)貨物については、 1985年度の鉄道には無償による輸
送分が含まれ、同年度の自動車には軽自動車による
輸送分が含まれていない。また、旅客については、
自動車に軽自動車及ぴ貨物自動車による輸送分が含
まれていなし、。さらに貨物・旅客とも、自動車につ
いてはサンプル調査に依っているため、地域別品目
別の輸送数の精度が低い。本来ならば、各年度のデ
ータをプールしてその平均値を用いるなどの工夫が
必要であるが、本研究では各年度の輸送数をそのま
ま用いた。この問題のため、貨物の品目別はなるべ
く統合して扱うこととした。
2 )航空による貨物輸送量は全体に比して小さいため、
ここでは考察の対象外とした。
3 )道内4地域の推計人口については、道央への集中傾
向を反映させるため、 1990年から1995年までの道内
シェアの変化(差)が、その後も継続するものとし
て配分した。
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In this paper， the e宜'ectsof population distribution transition at the nationalland level on ener-
gy consumption in transportation sector， and on iぉcausingC02 emission are discussed. First， we 
briefly summarize the present status of transport energy efficiency in Japan， especially focusing on 
the role of railways. Second， we build a population-energy-environment (PEE) model that estimate 
the passenger/freight transportation quantity according to the reassignment of population by pre-
fecture and calculate the amount of consumed energy組 dC02 emission in the transportation sec-
tor. It is found出atthe concentration policy on the existing population agglomeration that has a 
railroad network as well as the modal shift policy from automobiles to railways can significantly 
save ener釘加dreduce C02 emission. 
